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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成20年11月27日(2008.11.27)

【公表番号】特表2008-516064(P2008-516064A)
【公表日】平成20年5月15日(2008.5.15)
【年通号数】公開・登録公報2008-019
【出願番号】特願2007-536063(P2007-536063)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｌ  63/00     (2006.01)
   Ｃ０８Ｋ   5/13     (2006.01)
   Ｃ０９Ｊ 163/00     (2006.01)
   Ｃ０９Ｊ  11/06     (2006.01)
   Ｃ０９Ｊ   4/00     (2006.01)
   Ｃ０９Ｊ 175/04     (2006.01)
   Ｃ０９Ｊ 163/02     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ   4/00     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ   7/12     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ 163/00     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ 163/02     (2006.01)
   Ｃ０９Ｄ 175/04     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｌ  63/00    　　　Ｃ
   Ｃ０８Ｋ   5/13    　　　　
   Ｃ０９Ｊ 163/00    　　　　
   Ｃ０９Ｊ  11/06    　　　　
   Ｃ０９Ｊ   4/00    　　　　
   Ｃ０９Ｊ 175/04    　　　　
   Ｃ０９Ｊ 163/02    　　　　
   Ｃ０９Ｄ   4/00    　　　　
   Ｃ０９Ｄ   7/12    　　　　
   Ｃ０９Ｄ 163/00    　　　　
   Ｃ０９Ｄ 163/02    　　　　
   Ｃ０９Ｄ 175/04    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成20年10月9日(2008.10.9)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　硬化性成分および一般式（Ｉ）：
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【化１】

〔式中、Ｙは、カルボキシル基、カルボキシレート基、またはヒドロキシル基、アミノ基
、カルボキシル基および／またはカルボキシレート基によって場合により置換されていて
よい直鎖あるいは分枝アルキル基であり；
　Ｒ１，Ｒ２，およびＲ３は、互いに独立して、同じまたは異なる、水素またはヒドロキ
シル基であって、Ｒ１およびＲ３は同時にはヒドロキシル基でない〕
で示される少なくとも一つのｍ－ヒドロキシベンゼン誘導体を含んでなり、
　但し、硬化性成分が多成分エポキシベースの系の熱硬化性成分である場合、硬化性組成
物は銅族および亜鉛族の遷移金属酸化物を含有せず、および、硬化性成分がエポキシ系熱
硬化性成分である場合、それは自己硬化性成分ではない、硬化性組成物。
【請求項２】
　放射線、熱、触媒的に、または化学的硬化剤によって硬化可能であることを特徴とする
、請求項１に記載の硬化性組成物。
【請求項３】
　化学的硬化剤は、硬化性成分と反応して組成物を硬化させるものである、請求項２に記
載の硬化性組成物。
【請求項４】
　硬化性成分は、エポキシ化合物、（メタ）アクリル酸およびそのエステル、およびポリ
オールからなる群から選択されることを特徴とする、請求項１～３のいずれかに記載の硬
化性組成物。
【請求項５】
　硬化性成分は、アミン硬化性エポキシ化合物またはポリイソシアネート硬化性ポリオー
ルであることを特徴とする、請求項４に記載の硬化性組成物。
【請求項６】
　エポキシ化合物は、ビスフェノールＡ－エピクロロヒドリン付加物であることを特徴と
する、請求項５に記載の硬化性組成物。
【請求項７】
　一分子中に少なくとも２個の窒素原子と少なくとも２個の活性アミノ水素原子を有する
ポリアミンを硬化剤として使用することを特徴とする、請求項５および６のいずれかに記
載の硬化性組成物。
【請求項８】
　基Ｒ１、Ｒ２またはＲ３の１個または２個はヒドロキシル基であることを特徴とする、
請求項１～７のいずれかに記載の硬化性組成物。
【請求項９】
　一般式（Ｉ）の化合物は、全硬化性組成物に基づき１０重量％より少ない量で存在する
ことを特徴とする、請求項１～８のいずれかに記載の硬化性組成物。
【請求項１０】
　一般式（Ｉ）の化合物は、全硬化性組成物に基づき０．５～９重量％の量で存在するこ
とを特徴とする、請求項９に記載の硬化性組成物。



(3) JP 2008-516064 A5 2008.11.27

【請求項１１】
　一般式（Ｉ）の化合物は、鉄（ＩＩＩ）と相互作用していることを特徴とする、請求項
１～１０のいずれかに記載の硬化性組成物。
【請求項１２】
　一般式（Ｉ）の化合物は、鉄（ＩＩＩ）錯体の形で存在することを特徴とする、請求項
１１に記載の硬化性組成物。
【請求項１３】
　硬化性組成物は、被覆組成物または接着剤であることを特徴とする、請求項１～１２の
いずれかに記載の硬化性組成物。
【請求項１４】
　低温硬化性であることを特徴とする、請求項１～１３のいずれかに記載の硬化性組成物
。
【請求項１５】
　１００℃より低い温度で硬化性であることを特徴とする、請求項１～１４のいずれかに
記載の硬化性組成物。
【請求項１６】
　１５℃と９５℃の間の温度で硬化性であることを特徴とする、請求項１５に記載の硬化
性組成物。
【請求項１７】
　１００℃未満で硬化性であって、硬化性成分としてエポキシ化合物、および硬化剤とし
て少なくとも２個のアミノ基を有するアミンを含むことを特徴とする、請求項１～１６の
いずれかに記載の硬化性組成物。
【請求項１８】
　Ｙはカルボキシル基であることを特徴とする、請求項１７に記載の硬化性組成物。
【請求項１９】
　一般式（Ｉ）：
【化２】

〔式中、Ｙは、カルボキシル基、カルボキシレート基、またはヒドロキシル基、アミノ基
、カルボキシル基および／またはカルボキシレート基によって場合により置換されていて
よい直鎖あるいは分枝アルキル基であり；
　Ｒ１，Ｒ２，およびＲ３は、互いに独立して、同じまたは異なる、水素またはヒドロキ
シル基であって、Ｒ１およびＲ３は同時にはヒドロキシル基でない〕
で示されるｍ－ヒドロキシベンゼン誘導体の、被覆材または接着剤における老化抑制剤と
しての使用であって、
　但し、被覆材または接着剤がその硬化性成分として多成分エポキシベースの系の熱硬化
性成分を有する場合、被覆材または接着剤は銅族および亜鉛族の遷移金属酸化物を含有せ
ず、および、被覆材または接着剤がその硬化性成分としてエポキシ系熱硬化性成分を有す
る場合、それは自己硬化性成分ではない、使用。
【請求項２０】
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　前記一般式（Ｉ）の化合物は、鉄（ＩＩＩ）と相互作用していることを特徴とする、請
求項１９に記載の使用。
【請求項２１】
　前記一般式（Ｉ）の化合物は、鉄（ＩＩＩ）錯体の形で存在することを特徴とする、請
求項２０に記載の使用。
【請求項２２】
　基材を硬化性組成物で被覆することを含む方法であって、該硬化性組成物は、硬化性成
分および一般式（Ｉ）：
【化３】

〔式中、Ｙは、カルボキシル基、カルボキシレート基、またはヒドロキシル基、アミノ基
、カルボキシル基および／またはカルボキシレート基によって場合により置換されていて
よい直鎖あるいは分枝アルキル基であり；
　Ｒ１，Ｒ２，およびＲ３は、互いに独立して、同じまたは異なる、水素またはヒドロキ
シル基であって、Ｒ１およびＲ３は同時にはヒドロキシル基でない〕
で示される少なくとも一つのｍ－ヒドロキシベンゼン誘導体を含んでなり、
　但し、硬化性成分が多成分エポキシベースの系の熱硬化性成分である場合、硬化性組成
物は銅族および亜鉛族の遷移金属酸化物を含有せず、および、硬化性成分がエポキシ系熱
硬化性成分である場合、それは自己硬化性成分ではない、方法。
【請求項２３】
　硬化性組成物は硬化剤を含むか、または、熱－または放射線－硬化性であって、これを
硬化する、請求項２２に記載の方法。
【請求項２４】
　硬化性組成物は硬化剤を含むか、または熱硬化性であって、硬化性被覆物が２つの基材
間に配置されるように該組成物を更なる基材と接触させ、および、更なる段階で被覆物を
硬化させる、請求項２３に記載の方法。
【請求項２５】
　使用する基材は金属基材である、請求項２２～２４のいずれかに記載の方法。
【請求項２６】
　金属基材は、アルミニウム、スチール、銅、またはそれらの合金からなる群から選択さ
れ、該金属基材は、亜鉛めっきされ、または油脂加工されたものであってよい、請求項２
５に記載の方法。
【請求項２７】
　前記一般式（Ｉ）の化合物は、鉄（ＩＩＩ）と相互作用していることを特徴とする、請
求項２２～２６のいずれかに記載の方法。
【請求項２８】
　前記一般式（Ｉ）の化合物は、鉄（ＩＩＩ）錯体の形で存在することを特徴とする、請
求項２７に記載の硬化性組成物。
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